
福岡市博多区診療所で発生した火災の概要等

■火災の概要（総務省消防庁による）

資 料 ４

発生日時：平成２５年１０月１１日(金) 覚知２時２２分

発生場所：福岡県福岡市博多区住吉５丁目29-13

被 害 者：死者 １０人

負傷者 人（重症 人 中等症 人）負傷者 ５人（重症４人、中等症１人）

火災概要：焼損面積 ２８２㎡

火災原因：1階処置室から出火(調査中)

平成２５年１０月１１日(金) ３時３９分鎮圧 ４時５６分鎮火平成２５年１０月１１日(金) ３時３９分鎮圧、４時５６分鎮火

■建物の概要（総務省消防庁、福岡市による）

構造：ＲＣ造・耐火構造（一部Ｓ造・準耐火構造）

○安部整形外科外観（赤枠部分が増築部分）

４階：実態上、
寮とな ていた

階数：地上４階、地下１階建て

用途：複合用途（診療所併用住宅）

※1,2階は診療所、3階が住宅、4階は実態として寮に使用。

建築面積 ２０３ ５９㎡

３階：住居

寮となっていた

地下 階 当直

１,２階：診療所

建築面積：２０３．５９㎡

延べ面積：約７２０㎡程度

■建築経過（福岡市による）

地下１階：当直
室及び書庫

■建築経過（福岡市による）

昭和４４年７月８日 建築確認（新築）

鉄骨造３階建て建築物 診療所兼居宅、延べ面積２９３．７４㎡

昭和４８年７月１２日 建築確認（増築）

鉄筋コンクリート造（地上４階、地下１階）診療所併用住宅、延べ面積３６６．４９㎡

※昭和４８年の増築後、さらに無届で増築された部分（１、３、４階で計約５０㎡）があることが確認された。

増築時期について、１階部分は２、３年程前であり、３、４階部分については不明。

福岡市博多区診療所で発生した火災への国土交通省の対応等

１ 初動対応１．初動対応

・火災発生当日（10月11日（金））及び翌日（12日（土））に職員を現地へ派遣し、福岡市とともに現地調査を実施。
・福岡市に対し、これまでの建築確認申請の状況や、定期調査報告の状況等の事実関係を確認。
・総務省消防庁とも連携し、火災時の状況等について情報を収集・整理。

２．現地調査等で明らかになったこと

（１）建築確認の法令違反

建築確認の申請を行わずに増築したことに伴い下記の事項が違反・建築確認の申請を行わずに増築したことに伴い下記の事項が違反。

①煙感知式に改修すべき防火戸の感知装置を旧式の温度ヒューズ式等のままに放置。
②増築された吹き抜け部分に設置すべき防火戸が未設置。
③窓のない居室が生じ、当該居室に設置すべき排煙設備が未設置。

・廊下部分への非常用照明が未設置。

（２）防火設備の状況

・被害の拡大につながったと考えられる防火戸の状況について 1 2階及び4階は閉鎖されていなかった 3階は不明・被害の拡大につながったと考えられる防火戸の状況について、1、2階及び4階は閉鎖されていなかった。3階は不明。

※防火戸が閉鎖していなかった原因は現在調査中であるが、扉の開閉機構に不具合があったことなどが可能性とし
て考えられる。

（３）定期調査報告の状況

・福岡市では診療所を報告の対象として指定していなかったため、今回火災のあった建物は報告の対象外。

・国土交通省では、昭和59年に定期調査報告の規模等の指定方針を示し、今回火災のあった診療所の用途については
「地階 は3階 上 階を診療所とするも は「診療所 部分 積が300㎡ 上 も と る「地階又は3階以上の階を診療所とするもの」又は「診療所の部分の面積が300㎡以上のもの」としている。

※火災のあった建物は診療所部分の面積が約400㎡あり、国土交通省が示した方針では定期調査報告の対象に該当。
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福岡市博多区診療所で発生した火災への国土交通省の対応等

３ 緊急点検３．緊急点検

＜点検対象＞
病院及び診療所（患者の収容施設があるもの ）で 次のいずれかに該当するもの

・現地調査等を踏まえ、10月15日付けで全国特定行政庁に対し、緊急点検を実施するよう通知。

＜点検事項＞
①

病院及び診療所（患者の収容施設があるもの。）で、次のいずれかに該当するもの。
・地階又は3階以上の階を病院又は診療所の用途に供するもの
・病院又は診療所の用途に供する部分の床面積の合計が300㎡以上のもの

＜緊急点検調査結果＞

① 無届による増改築の有無及び無届による増改築があった場合の当該部分の建築基準法令への適合状況
② 防火戸等の状況（管理の状況含む。）

（平成26年２月５日公表、平成26年１月15日時点）

① ②①について ②について

件数

緊急点検対象 １６,０８７件

無届による増改築等 ５４１件

建築基準法令 の不適合 ３８９件

件数

緊急点検対象 １６,０８７件

建築基準法令への不適合 １,７２４件
建築基準法令への不適合 ３８９件

是正指導を行ったもの ３６０件

是正済みのもの １３件

是正指導予定のもの等 ２９件

是正指導を行ったもの １,４９６件

是正済みのもの ３３０件

是正指導予定のもの等 ２２８件

４．緊急点検等を踏まえた対応等
・国土交通省より、関係特定行政庁に対し、未是正物件に対する是正指導を徹底するよう改めて依頼。
・社会資本整備審議会において、定期調査・検査報告制度及び維持保全のあり方について審議。平成26年２月14日付けで

社会資本整備審議会長より国土交通大臣あて答申。

・定期調査･検査の対象の見直し、防火設備等に関する検査の徹底等に係る建築基準法改正案を今国会に提出。
（平成26年3月7日閣議決定）

福岡市博多区診療所で発生した火災の概要等（各階の状況①）

※赤文字下線部は違反に係る事項

○１階平面図（診療所） ○２階平面図（診療所）
 非常用照明未設置

リハビリ室
防火戸。熱又は煙感知式（どちらか不明） 

無確認の増築部分。 
増築時期は、２,３年

ほど前。 

厨房 

常閉防火戸 

無確認の増築部分。

２階部分は吹き抜

けになっている。 

無確認の増築
（増築時期は、2,3年
ほど前）

無確認の増築
（２階部分は吹き抜け）

防火区画の不備

防火戸

常閉防火戸防火戸
（熱又は煙感知式
※どちらかは不明）非常用照明未設置

リハビリ室 

レントゲン室 倉庫 

閉鎖せず。 

玄
関

診察室 

防火戸。熱又は煙感知式（どちらか不明）

閉鎖せず。 

倉
庫 

防火戸
（熱又は煙感知式 ※どちらかは不明）

閉鎖せず
無窓の居室
排煙設備未設置

閉鎖せず
非常用照明未設置

１階階段室の防火戸

処置室 

病室 

防火戸。 
温度ヒューズ式。閉

鎖せず。 

関 

地下に通ずる防火戸 開閉の状況は不明

病室 病室 

病室 

病室 
防火戸。 

温度ヒューズ式。 
閉鎖せず。 

防火戸
（温度ヒューズ式）

閉鎖せず

防火戸（地下に通ずる部分）

防火戸
（温度ヒューズ式）

閉鎖せず

出火場所

１階階段室の防火戸 地下に通ずる防火戸。開閉の状況は不明。 
 

防火戸（地下に通ずる部分）
開閉の状況は不明

死者（男性） 死者（女性）

負傷者（男性） 負傷者（女性）
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※赤文字下線部は違反に係る事項

福岡市博多区診療所で発生した火災の概要等（各階の状況②）

○３階平面図（住居部分） ○４階平面図（実態として寮となっていた階）
 

居室

居室 

無確認の増築部分。 
増築時期不明。 

常閉防火戸 火災時の開閉状況は不明

居室 
居室 

居室 

無確認の増築部分。 

増築時期不明。 
防火戸（常時閉鎖）

無確認の増築
（増築時期は不明） 無確認の増築

（増築時期は不明）

無窓の居室

居室 

居室 

テラ

浴室 防火戸。熱又は煙感

知式（どちらか不

明）

常閉防火戸。火災時の開閉状況は不明。 

浴室 

居室 

更衣室 

屋上

火災時の状況は不明

防火戸
（熱又は煙感知式
※どちらかは不明）

無窓の居室
排煙設備未設置

居室 

居室 

ベランダ 

テラス 明） 
閉鎖せず。 

屋上 

ベランダ 

常閉防火戸。 
紐及びクサビによ

り開放状態に固定

※どちらかは不明）

閉鎖せず

防火戸（常時閉鎖）

ヒモ又はくさびに
より開放状態に

４階防火戸

  
 

り開放状態に固定。 
固定

死者（男性） 死者（女性）

負傷者（男性） 負傷者（女性）

社会資本整備審議会第二次答申（平成26年２月）抜粋

○定期調査 検査報告制度及び維持保全 あり方○定期調査・検査報告制度及び維持保全のあり方について

定期調査・検査報告制度の見直し

定期調査 検査 実効性を高めるため 次 措置を検討する必要がある定期調査・検査の実効性を高めるため、次の措置を検討する必要がある。

・定期調査・検査報告の報告率の向上に向け、特定行政庁と連携し、建築物の所有者等に制度の周知徹底を図ると
ともに、報告がなされない場合には、建築基準法第12条第5項による報告、同条第6項による立入検査を実施するなど
特定行政庁 る安全確保 組を徹底する特定行政庁による安全確保の取組を徹底する。

・不特定多数の者や高齢者等が利用する建築物等の安全性の確保を徹底すべき建築物や昇降機等については法令に
より一律に定期調査・検査の対象とし、それ以外の建築物等については特定行政庁が地域の実情に応じた指定を行う

が 度 直 を

・防火設備について、専門的な知識と技能を有する者に検査させる仕組みを導入する。

ことができるよう制度の見直しを行う。

・定期調査･検査の資格者に対して、資格者証の返納等の処分基準の明確化を図り、不適切な調査・検査を行った者等

・定期調査・検査が適切に実施されるよう調査・検査の方法、判断基準をより具体的に定めるとともに、写真添付、検査
結果の数値記載の充実を図る。

に対する処分を徹底するとともに、資格者の資質向上を図るための講習内容の充実を図る。

３



建築基準法の一部を改正する法律案要綱（抜粋）

第一～第五 略

第六 定期調査・検査報告制度の強化

一 定期調査・検査の対象の見直し

１ 第六条第一項第一号に掲げる建築物で安全上 防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定めるもの１ 第六条第一項第一号に掲げる建築物で安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定めるもの
（国、都道府県及び建築主事を置く市町村の建築物（以下「国等の建築物」という。）を除く。）及び当該政令で定め
るもの以外の特定建築物（同号に掲げる建築物その他政令で定める建築物をいう。３において同じ。）で特定行政
庁が指定するもの（国等の建築物を除く。）を定期調査及び報告の義務の対象とすること。

２ １の調査は 一級建築士若しくは二級建築士又は建築物調査員資格者証の交付を受けている者にさせなければ２ １の調査は、 級建築士若しくは二級建築士又は建築物調査員資格者証の交付を受けている者にさせなければ
ならないものとすること。

３ 特定建築設備等（昇降機及び特定建築物の昇降機以外の建築設備等をいう。）で安全上、防火上又は衛生上特
に重要であるものとして政令で定めるもの（国等の建築物に設けるものを除く。）及び当該政令で定めるもの以外の
特定建築設備等で特定行政庁が指定するもの（国等の建築物に設けるものを除く ）を定期検査及び報告の義務特定建築設備等で特定行政庁が指定するもの（国等の建築物に設けるものを除く。）を定期検査及び報告の義務
の対象とするものとすること。

４ ３の検査は、一級建築士若しくは二級建築士又は建築設備等検査員資格者証の交付を受けている者（二の２に
おいて「建築設備等検査員」という。）にさせなければならないものとすること。

（第十二条第一項から第四項まで関係）（第十二条第 項から第四項まで関係）

二 建築物調査員資格者証及び建築設備等検査員資格者証

１ 国土交通大臣は、次のいずれかに該当する者に対し、建築物調査員資格者証又は建築設備等検査員資格者証
を交付するものとすることを交付するものとすること。
イ 一定の講習の課程を修了した者
ロ イの者と同等以上の専門的知識及び能力を有すると国土交通大臣が認定した者

２ 建築設備等検査員が一の３の検査を行うことができる建築設備等の種類は、建築設備等検査員資格者証の種
類に応じて国土交通省令で定めるものとすること

第七～第二十 略

類に応じて国土交通省令で定めるものとすること。
（第十二条の二及び第十二条の三関係）

４


